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研究成果の概要（和文）：　日本自動車産業の海外での部品調達システムは、リーマンショックを契機に現地で
の直接調達に転換、海外部品工場の成長テンポは自動車メーカーを遥かに上回った。自動車・同1次部品メーカ
ーの巨大な結合は、QCDの水準の高さを条件とした、新たな「日系系列」を『形成しつつある。他方、2007年の
ピーク以降、国内の部品出荷額は停滞し、中小部品業者の経営は厳しい。
　日本部品産業の国際競争力基盤はQCDの水準の高さにあり、海外ではそれが日系系列形成と成長の条件になっ
ているが、国内ではQCD維持の負担が経営困難の原因となっている。成長が困難な国内市場においては、従来の
調達政策の根本的な転換が必要である。

研究成果の概要（英文）：  A supply system in overseas production of the Japanese  automobile 
industry was converted into direct supply at the sites taking Riemann shock as an opportunity.The 
grown-up tempo of the overseas production of the parts manufacturer easily exceeded automobile 
company.New "affiliate of Japanese descend" is being formed into huge combination of automobile 
company and a parts manufacturer in foreign countries. On the other hand the auto parts shipping 
amount  in Japan hangs over peaking in 2007, and the management of a small-to-midium-sized parts 
manufacturer is severe.
  The international competitiveness of automotive supplier industry  is supported by the height of 
this QCD management standard. and this is the condition to support affiliates formation of Japanese 
descent and the high grown rate in the  overseas production. But in the country the burden to 
maintain QCD management standard causes management difficulty . Fundamental conversion of 
conventional purchasing policy is needed/

研究分野：経済政策論
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１．研究開始当初の背景 
グローバルゼーションの進展は製造業、特
に自動車・電機などの組立型産業にとって、
資材・部品調達のグローバル展開を不可避と
する。それは先進国から途上国への産業基盤
移転の帰趨を左右し、またそれを通じて先進
国産業空洞化の動向をも規定する重要問題
である。本研究を開始した2011年の状況は、
2007－8年のリーマンショックからの立ち上
がりの時期であり、深刻な不況の影響の全貌
がまだ姿を現していなかった。しかし不況と
並行する円高の高進、他方では自動車の海外
生産の急速な拡大が進む中で、産業構造と企
業行動の大きな変化が予測された。その変化
の動向と内容を解明することは、かつてバブ
ル崩壊後に実施されたサプライヤー調査と
同様、歴史的な意義を持つモノと考えられる。 
２．研究の目的 
 本研究では、日本的生産・調達方式によっ
て支えられてきた日本自動車産業の調達構
造が、第一に、産業・技術基盤の希薄な中国・
インドにどのように移転され、発展を支えて
いくのか、その際に日本的様式は果たして移
転可能であるのか否か、第二に、グローバル
調達構造の構築によって、従来から輸出によ
って支えられてきた国内部品・関連中小企業
の経営にどのように影響を与え、それが日本
自動車・同部品産業の国際競争力にどのよう
に反映するのか、これらの諸問題の解明は、
今後の政策課題を考える上でも重要である。 
３．研究の方法 
このような状況の下で、日本自動車産業・
同部品工業の国際競争力のあり方を解明す
るためには、日本と海外との両方において、
どのように開発・生産・供給体制が構築され、
関連する部品産業構造が形成されていくか、
その具体的な実態を詳細に把握し、内容分析
を行うことが必要である。 
研究の方法は、①日本自動車・同部品メー
カーの海外進出拠点に対する訪問調査を行
い、海外現地生産における調達構造の変化に
ついて、具体的に明らかにし、その上で変化
の性格について分析を行う。調査の対象は、
2010 年代の海外展開の焦点になってきたイ
ンド、ASEAN およびメキシコを主たる対象
とする。②日本国内の 1 次、2 次、3 次サプ
ライヤーに対するアンケート調査の実施。対
象企業は 2・3次企業 7000社、1次サプライ
ヤー650社とする。③また日本国内オペレー
ションの現況について、地域ごとに担当プロ
ジェクトメンバーを決め、動向分析を行う。
④以上の調査結果について、自動車サプライ
ヤー研究会を中心に国内研究者の連携を強
化し、また国際会議を実施して海外研究者と
の研究交流を深め、欧米各国自動車産業と対
比しつつ、研究を実施する。 
４．研究成果 
本研究の成果は、①2007 年のリーマンショ
ック以降、日本自動車産業の現地調達構造の
転換、②深層現調化に伴う海外での 1次企業

による「日系系列」の形成、③国内における
生産の停滞と小零細企業の経営困難の実態
解明、④諸課題に対する政策的対応、以上 4
点に示されている。 
（１）日本自動車産業の海外調達構造転換 
 日本自動車産業の海外生産台数は、1990 年
代以降、順調な伸びを示し、2001 年の 668 万
台から 2015 年には 1809 万台に激増した。対
応する自動車部品の国内出荷額は当初順調
に増加したが、2007 年の 20.9 兆をピークに
その後停滞、現在も20兆に達してはいない。
この原因は、2007 年を境に日本自動車メーカ
ーの海外現地生産の部品調達が、日本からの
輸出増によってではなく、海外現地での直接
調達に切り替えたことにある。 

【日本部品産業の海外・国内生産動向】 

年次 日本自動車部品工業会調査（百万円） 海外拠点数 

（生産） 

年平均為 

替レート 海外売上高 国内出荷額 部品輸出額 

2001 3.7兆円 13.6兆円 1.6兆円 1182 121.52 

2004 5.5兆円 16.0兆円  2.3兆円 1425 108.19 

2007 9.3兆円 20.9兆円 3.3兆円 1626 117.75 

2008 7.8兆円 17.9兆円 2.5兆円 1562 103.35 

2009 6.0兆円 16.7兆円 2.7兆円 1598 93.57 

2010 6.2兆円 17.8兆円 3.2兆円 1645 87.78 

2011 6.1兆円 18.3兆円 3.2兆円 1752 79.80 

2012 8.9兆円 17.8兆円 3.2兆円 1858 79.79 

2013 10.2兆円 18.9兆円 3.6兆円 1949 97.60 

2014 13.9兆円 19.8兆円 3.9兆円 1989 105.94 

2015 16.7兆円 ―  1986 121.04 /  

 2010 年代初頭の新興諸国における部品調
達コストは、日本からの要素部品輸入に依存
した場合、現地品の 178％（某社試算）にも
達していた。2011 年からの円高はこの構造を
直撃し、現地企業に否応なしに「日本からは
買わずに」、現地からの調達に切り替える「深
層現調化」の方針を採らせることになった。 
（２）日系 1次による「日系系列」の形成 
 この「深層現調化」のために様々な方向へ
のアプローチが試みられた。①現地企業の開
拓、指導育成などによる現地化の推進。この
中には改善の取り組みを現地人エンジニア
にやらせるなどの試みも含まれる。②日系 2
次・3次サプライヤーの海外進出。2010 年代
初頭に思い切って海外進出を果たした 2次・
3 次サプライヤーは、結果的に大いに成功し
て展望を切り開いている。③1 次による内製
化の進展。海外進出できない 2 次・3 次の工
程について、1 次企業が当該企業に設備を作
らせ、人も出させて現地で内製化を進めるケ
ースが見られた。④量産規模、素材・技術・
開発などの理由でCKD以外に方法がない部品
群が次第に明確になった。⑤以上の様々な取



り組みにも増して、最も大きな役割を果たし
たのは、1 次サプライヤーによる設備投資・
生産規模拡大、日系自動車メーカーと日系 1
次サプライヤーとの結合による「日系系列の
形成であった。 

【主要自動車部品メーカーの海外売上比率推移】 

順序 企業名 2005 年 2013 年 2014 年 

自動車 海外自動車生産台数 1060 万台 1676 万台 1748 万台 

部工会 

会員企

業 

海外売上高（億円） 61,980 101,704 139,261 

1 拠点当たり平均売上高 98.7 億円 159 億円 153 億円 

日系企業への販売比率 57.8％ 74.6％ 74.1％ 

海外生産拠点数 1,475 1,949 1989 

 表は 2005 年と 13 年､14 年の水準を比較し
ているが、自動車生産台数に比べて部品生産
額の伸びは遥かに急であり、2015年には16.9
兆にも上った。ここで特徴的なのは、急激な
生産規模拡大と並行して、売上に占める日系
企業の割合が、2005 年の 57.8％から 2013 年
の 74.6％に、飛躍的に増大している点である。
この時期の日系部品企業の売り上げ増大が、
日系企業同士の取引の拡大、いわゆる「日系
系列」の形成をもたらしたことが鮮明である。 
 この日系系列形成の原動力は、日系自動車
部品サプライヤーの QCDD すべての側面に亘
る日系企業の安定的な供給能力を評価され
たためであり、ために現地では、日系企業が
新たな工程に投資をする度に、現地企業から
の引き合いがおこり、結果的に、旧来の系列
を超えた自由な取引が形成されながら、他方
で「特別な指示をしなくても QCDD の要求が
通用する日系企業との安定取引」のための系
列形成が進んだのである。 
③国内生産停滞と小零細企業の経営困難 

【1次企業の経営動向 （対 2010 年度比）】 

 連結 単独 

増加 不変 減少 増加 不変 減少 

売上高 77.2 15.8  7.0 59.1 14.0 26.9 

受注数量 84.3  7.8 7.8 60.9 12.6 26.4 

販売先数 70.0 26.0 4.0 41.4 52,9 5.7 

営業利益 64.9 10.5 24.6 52.2 13.0 34.8 

海外売上化 77.8 18.5 3.7 48.1 35.4 16.5 

従業員数 75.4 10.5 14.0 43.0 28.0 29.0 

材料比率変化 45.5 45.5 9.1 38.0 53.2 8.9 

研究開発費比率 46.0 46.0 8.0 46.4 46.4 7.1 

 上述の深層現地化と日系系列の形成は
2010 年代の円高対応という特殊な要因の結
果でもあるが、結局 QCDD で安定的な供給者
として、日系企業が優位を占め、日系企業同
士の取引が拡大する結果をもたらした。即ち、

日本企業のQCD水準の高さがフィルターとな
って、日系企業同士の取引が拡大している。
他方、同じく高い QCD 水準を支えている日本
国内の状況を見ると、連結決算の結果は絶好
調であるのに対して、単独決算の内容は惨憺
たる状況に陥っている。 

  表 ４人以上の事業所の動向【製造品出荷額は百万円】 

  1995 2003 2008 2013 2013/2003 

事業

所数 

4～ 29 人 7877 6783 6116 4729 69.7% 

1000 人以上 56 55 80 66 120.0% 

従業 

者数 

4～ 29 人 83414 76440 71564 58998 77.2% 

1000 人以上 111190 121038 201049 185689 153.4% 

製造品 

出荷額 

4～ 29 人 1110382 1036611 1115520 860385 83.0% 

1000 人以上 5330157 6816035 15874377 17117616 251.1% 

 これらの変動の結果、自動車部品工業では、
国内従業員 29 人以下の小零細事業所数、従
業員数の現調が進み、関連中小企業の経営は、
数年先以降は見通しが立たない壊滅的状況
に陥っている。他方従業員数 1000 人以上の
大規模企業・事業所がウェイトを増し、国内
製造業に深刻な構造変動をもたらしている。 
（４）取り組むべき課題＝政策的展望 
 日本の自動車部品産業では、QCDD 管理水準
の高さを武器として、自動車の海外生産拡大
を支える部品調達で、主として 1次メーカー
が海外現地生産拡大で対応し、自動車メーカ
ーと 1次サプライヤーのブロックである「日
系系列」を作り上げて成長を続けている。し
かし国内では厳しい QCD 管理の下、小零細企
業の経営が行き詰まり、壊滅的影響が広がっ
ている。このような状況にもかかわらず、日
本の自動車メーカーと大手サプライヤーは
慣例の如く「半期に一度の値引き」を繰り返
しており、小零細経営は、「自動車をやる限
り、儲からない」、また新規参入企業も、「電
機では半期ごとの値引きはなかった。自動車
は儲からない。」と述べている。 
 このような小零細経営に深刻な影響を与
える QCDD 管理の行き過ぎに対して、これを
規制し、世界に冠たる QCD 管理水準にふさわ
しい価格水準に適切にコントロールするこ
とは、国内産業の維持と社会的公正を考える
と喫緊の課題である。また単に「半期に一度
の値引き」を緩和するだけでなく、基本取引
契約書に支えられる自動車産業に強固に根
付く系列・下請関係の根幹に立ち戻って再検
討する必要もある。QCD 管理は日本企業の国
際競争力の根幹をなしており、そのあり方の
再検討は、慎重に考える必要はある。しかし
これらの中で技術革新や経営革新と系列・下
請支配とを峻別し、少なくとも高い QCD 水準
を維持するためにどれほどの努力が必要で
あるか、そのコストを正確に把握し、対応す
る価格引き上げ＝中小企業の利益の確保を
サポートすることは、社会的公正を実現する
上でも重要である。 
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